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標準電圧電流発生器（standard voltage and current 
generator：以下、VC）とは、テスターやマルチメータ
と呼ばれる電圧電流計を校正するために、任意の直流
及び交流の電圧・電流を精密に発生することが可能な
信号源である。

NICT は 2006 年から、JCSS 登録事業者として電圧
電流計の校正用の標準電圧電流発生器について、ISO/
IEC17025 :「試験所及び校正機関の能力に関する一般
要求事項」[1] に基づく校正サービスを提供している
[2]–[5]。特に JCSS 制度の詳細については、独立行政法
人製品評価基盤機構の文献 [5] を参照されたい。

これまで、VC の校正は、校正の基準とする標準器
（常用参照標準）として NICT が所有する VC を使用し、
その出力と被校正器である標準電圧電流発生器

（device under test: 以下、DUT）からの出力を、デジ
タル・マルチメータ（digital multimeter: 以下、DMM）
で測定し比較する置換法により行っていた [2]。この
ため、VC を一年に一度、海外（米国）にあるメーカー
の校正ラボに送付し保守を行い、VC の性能が仕様値
の範

はんちゅう

疇内で維持されているのを確認することで、常用

参照標準としての性能を担保していた。しかし、近年
の国内外の情勢により VC の保守作業や輸送に予期し
ない遅延等が発生するようになり、常用参照標準とし
ての安定的な運用が困難になってきた。このため、今
回、DMM を常用参照標準として使用する校正手順へ
変更を行い、JCSS 登録変更の申請を行った。本報告で
は、手法の変更に伴う手順等や不確かさの変更につい
て述べる。なお、校正原理等の詳細は 2016 年発行の文
献 [2] に詳述されているため、旧手順との差分につい
てのみ解説する。

さらに、近年各分野において、業務効率化の手段と
しての自動化・DX技術利用の機運が高まっている。こ
れらの技術は、一般的な事務作業と同様な受付・見積・
報告書（校正証明書）作成・納品・請求の業務手順をも
つ校正業務についても親和性が高いと思われる。ただ
し、これらのツールの導入については、これまでまと
めて議論されてこなかった。そこで、VC の校正作業
を例に取り、現時点で利用可能な自動化・DX 技術の
適用について考察する。
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国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）で行っている校正サービスのうち、テスターやマル
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The National Institute of Information and Communications Technology(NICT) have been pro-
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This paper describes the calibration procedure changes including the uncertainty budgets. In addi-
tion, the application of digital technology to the calibration service is described as a part of the cali-
bration digital transformation (Calibration DX).
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	 常用参照標準の変更に起因する校正手順	
	 の変更と不確かさ評価　　　　　　　

本手順の変更に際し、DUT の特性データの測定方
法自体は従来と変わらない。ただし、データ取得後の
校正値の算出式と不確かさ評価バジェットが異なる。
以 下 に そ の 内 容 を 解 説 す る。 な お、「 不 確 か さ

（uncertainty）」については、例えば文献 [6]–[8] に定義
や評価方法が記載されている。

2.1	 校正手順の変更点
図1に変更前の手順、図2に変更後の手順を示す。ま

た、変更前・変更後の標準準電圧電流発生器の校正の
トレーサビリティ体系図を図 3 及び 4 に示す。

旧手順では、図 1 に示すように、DUT を DMM で
測定した結果と、常用参照標準器である VC を DMM
で測定した結果と比較することで DUT の校正値を得
る置換法を用いていた。このため、VC と DUT をそれ
ぞれ測定しなければならない。具体的には
（a）DUT を DMM に接続し、DUT の指示値（＝出力

値）を校正したい値 𝑉𝑉������� に合わせたときの
DMM に表示される値𝑉𝑉��� を読む。

 𝑉𝑉 � 𝑉𝑉������� � 𝑉𝑉��� � ����  （1）

ここで𝑉𝑉は DMM 自体の校正値である。また、
𝐶𝐶��� は最終的に求めたい DUT の校正値である。

（b）常用参照標準器 を DMM に接続し、常用参照標
準の指示値（＝出力値）を校正したい値𝑉𝑉������� 
に合わせたときの DMM に表示される値 𝑉𝑉��� を
読む。

  （2）

ここで、𝐶𝐶��� は常用参照標準の上位校正機関で
の校正値である。

（c）式（1）、式（2）から、𝑉𝑉及び𝑉𝑉������� を消去すれば、
DUT の𝑉𝑉������� における校正値𝐶𝐶��� を次式で決
定できる。

 𝐶𝐶��� � 𝐶𝐶��� � ���� � ���� （3）

一方、新手順では図 2 に示すように、DUT を常用参
照標準である DMM で直接測定するだけで校正値が決
定できる。つまり、

DUT の指示値（＝出力値）を、校正したい値𝑉𝑉������� 
に合わせたときの DMM に表示される値を𝑉𝑉���をと
すると、

 𝐶𝐶��� � 𝑉𝑉������� � 𝐶𝐶��� � 𝑉𝑉���  （4）

となる。ここで𝐶𝐶���は DMM の上位校正値、𝐶𝐶��� が

DUT の校正値となり、式（4）のみで校正値を求めるこ
とができる。2

図 1　変更前の校正手順（常用参照標準はVC）

図 3　手順変更前のトレーサビリティ体系図

図 2　変更後の校正手順（常用参照標準はDMM）
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2.2	 手順変更後の不確かさバジェット
本校正結果の信頼の水準約 95 % を持つと推定され

る拡張不確かさは、式（4）に基づくと、以下の要因に
よって生じる不確かさを合成することで推定される。
このとき、合成標準不確かさを以下の計算式で求める
ことができる。

 𝑢𝑢�𝐶𝐶���� � �𝑢𝑢�𝐶𝐶������𝑢𝑢�𝑉𝑉����� � 𝑠𝑠�  （5）

ただし、
��𝐶𝐶����：常用参照標準（DMM）の上位校正機関で

の校正値が持つ標準不確かさ
��𝑉𝑉����：DUT の指示値（＝出力値）を VNOMINAL に

合わせたときの DMM の測定値の標準不確かさ
𝑠𝑠：校正結果のばらつき
である。なお、以上 3 つの不確かさ要因の感度係数

はすべて 1 であるため、上式から感度係数の記載は省
いてある。以下にそれぞれの不確かさ要因と、不確か
さバジェットの例を示す。
2.2.1	 個別の不確かさ要因

【��𝐶𝐶����の要因】
（1）上位校正機関による校正値が持つ不確かさ

校正証明書に記載の拡張不確かさを参照する。（正
規分布、 包含係数 k = 2）

（2）常用参照標準（DMM）の仕様
経年変化（1 年に一回メーカーで保守・校正を行っ

ているため期間は 1 年間とする）に関する不確かさ
であり、取扱説明書に拡張不確かさとして記載され
た仕様値のうち、相対不確かさ（1 年間、95 % 信頼
の水準、 包含係数 k = 2）を用いる。（正規分布）

【��𝑉𝑉����の要因】
（3）DMM の読取り桁落ち

DMM の読み取り最小桁の± 1/2 の値を用いる。
（矩形分布）

（4）熱起電力による影響（直流電圧測定のみ）
電圧測定の際、DUT と DMM の （＋） 端子と（－） 

端子の温度差（最大値）を測定し、熱起電力を見積も
る。標準器及びテストリードの接点の素材はテルル
銅（熱起電力係数：1.3 μV/ ℃以下）である（矩形分
布）。実際には、DUT に DMM を接続したときの温
度差が＋－ 1.5 ℃以下であることを確認して作業を
行っており、このとき熱起電力が DUT に与える影
響は小さく、無視できる。

（5）バードン電圧による影響（電流測定時のみ）
バードン電圧（burden voltage）とは、電流測定の

際に DMM の入力インピーダンスによって生じる電
圧降下によって DUT が被る影響である。DMM の
入力インピーダンスに電流値を掛けてバードン電圧
を求め、DUT 取扱説明書等の資料から影響を見積
もる。（矩形分布）

【 𝑠𝑠の要因】
（6）校正結果のばらつき

校正結果の平均値の標準偏差を求める。具体的に
は、DUT の出力を測定した値のばらつきを合成し
て決定する。（正規分布）
2.2.2	 校正測定能力の例

校正測定能力とは、校正事業者が認定事業の範囲で
実施する校正の最小不確かさである[6]。代表的な不確
かさバジェット評価例として、直流電圧測定と直流電
流測定の校正測定能力バジェットを表 1 及び 2 に示す。

ここで、電圧測定における校正測定能力は、上記の
要因によって生じる標準不確かさを合成して得られる
拡張不確かさ（信頼の水準 約 95 ％、 包含係数 k=2）の
うち、とくに、「（4）熱起電力の影響」について、代表的
な電圧電流発生器（FLUKE 5730A/5725A）を DUT と
みなして見積もった値である。

また、電流測定における校正測定能力は、上記の要
因によって生じる標準不確かさを、合成して得られる
拡張不確かさ（信頼の水準 約 95 %、包含係数 k=2）の
うち、とくに、「（5）バードン電圧によって DUT が被る
影響」について、代表的な電圧電流発生器を DUT とみ
なし、バードン電圧は無視できる（0 V）として見積
もった値である。

また、「（6）ばらつき」は、代表的な電圧電流発生器を50 回
× 3 セット繰返し測定し平均した結果から求めている。

実際の校正作業においては、不確かさは
（4）バードン電圧：各 DUT の取扱説明書等の製品仕

様を元に評価
（5）熱起電力・（6）ばらつき：各 DUT の測定値
から求める。

図 4　手順変更後のトレーサビリティ体系図
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表 1　不確かさバジェット例（直流電圧 1 V）

表 2　不確かさバジェット例（直流電流　10 ｍ A）
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	 電圧電流発生器の校正における自動化・	
	 DX 技術導入について　　　　　　　

ここでは、電圧電流発生器の校正の一連の手順にお
ける、自動化・DX 技術の導入検討について考察する。
検討の目的としては、業務担当者の負担軽減やミスの
防止、ノウハウを含めた長期的なデータ蓄積が挙げら
れる。なお、ここで述べる DX 技術の多くはクラウド
上に構築されていることもあり、基本的な事項として、
実際の運用に際してはサービス提供・ネットワーク安
定性、サイバーセキュリティ等の観点での評価が、別
途必須である。ただし、それらは個々の DX 技術に用
いられている技術と直接関連するわけではないため、
本報告では技術的な面での導入可能性について述べる。

3.1	 校正作業時の測定データ取得への小型ロ
ボットアーム導入

現在の電圧電流発生器の校正作業における効率化・
自動化のボトルネックの一つに、各校正パラメータの
変更ごとに発生する、バナナプラグ形状端子を手動で
物理的につなぎ換える作業が挙げられる。つなぎ換え
を自動で行うためには、切替えスイッチを導入するこ
とも考えられるが、10 mAから10 Aまでの電流や、直
流から 1 kHz の周波数を持つ電圧・電流の高精度計測
に対応できる市販の切替えスイッチデバイスは存在し
ない。さらに、専用品を製作したとしても、不具合時
の代替品の調達が難しくなる等の課題もある。

近年、人手が掛かる手動作業への代替として、協業
ロボットを含む小型ロボットアームの導入が各分野で
進められている。ケーブルつなぎ換え作業自体は高度
な判断を要しない繰り返しのため、汎用ロボットアー
ム導入による人手作業の代替は十分に可能と思われる。
すでに、例えば、文献 [10] のように画像認識や力覚セ
ンサー技術を使用した、コネクタ・ケーブルの自動抜
き差し・接続替えが可能な商用ロボットアームは存在
しており、設置場所等の要件を満たせば、技術的には
導入可能なところまできている。また、汎用ロボット
アームを用いれば、現在、手動で行っている前面パネ
ルのボタン操作による機器設定の自動化も可能になる。
さらに、ケーブル脱着にネジ回し動作が必要なつなぎ
換え動作のある同軸ケーブル系コネクタを持つ校正品
目の自動化への適用も、今後、ケーブルアタッチメン
トの工夫等で可能になると見込まれるため、汎用ロ
ボットアームの導入は、中期的にみれば有用である。
また、基本的にはこれまで人が行っていた動作を置き
換えるだけなので校正システム全体として動作が不明
な点が少なく、システムのブラックボックス化を防ぐ
ことができるのも、汎用ロボットアーム導入の利点で

ある。さらに、ロボットアームに搭載した画像・トル
ク等の各種センサーの情報を集約・分析して活用する
ことができれば、例えば、現在別々の担当者が行って
いる複数品目の校正作業のうち、いくつかの品目の
データ取得をロボットアームで代替することが可能に
なる。つまり、1 名の担当者が複数の品目の校正を、同
時に平行して行うことが可能になり、校正業務全体の
効率化に役立つと思われる。

3.2	 成績書等の外部への発出文書の作成・管理
への文書作成・レビュー支援システムの適用

校正業務では、校正申請者からの申込書類の記載内
容の確認や、成績書作成時の各種事項の転記、過去
データとの照合、さらに受付時の校正手数料見積・請
求書発行など、特に外部への発出文書の内容・書式
チェック・転記・突合作業等の事務作業が多く発生す
る。その上、校正申請者に向けた作業とは別に、各校
正品目について存在する校正証明書の書式・作業手順
書・マニュアルの変更履歴や、使用機器の管理記録、
JCSS 登録事業者としての内外の監査時に提出する文
書対応を含めて、厳密な管理が行われている。これら
の文書の作成・管理には、同様に厳密な文書管理が要
求される法務・契約文書レビューに用いられている AI
文書作成・レビュー支援システムの適用が考えられる。
これらのシステムは、適切な参照用文書データを設定
することが必須ではあるが、定められた書式にのっ
とった体裁・語句のチェック、欠落部分の指摘、過去
の類似文書例の提示が自動で可能である。また、修正
履歴の蓄積やバージョン管理、複数名でのレビュー・
コメントが可能なため、文書管理や技能継承の点で十
分利用価値はあると考える。そのほか、見積書や校正
成績書等の外部発出文書のチェックには、最終文書の
スキャンデータの記載内容と転記元のデータを突合す
ることも有効と考えられる。この目的で、いわゆる
AI-OCR の併用もミスの軽減には有効であると考えら
れる。

3.3	 校正証明書に関連するDXの動向
最後に、産業技術総合研究所　計量標準総合セン

ター（National Metrology Institute of Japan: NMIJ）の
デジタル校正証明書 [11] に代表される校正証明書の
DX について簡単に触れる。2016 年頃から、IoT 技術
の普及等により、校正証明書についても人間を介さず
に 測 定 シ ス テ ム が 容 易 に 処 理 で き る（machine-
readable）など、校正証明書のデジタル化に関する議
論が国際的になされている。この流れのなかで、デジ
タル校正証明書のファイル形式や記述方法の標準化等
の具体的な議論がなされている [12][13]。
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これらの動向を踏まえ、NMIJ では 2022 年秋から希
望する申請者に対してデジタルデータ・電子認証を付
帯した人間が読める形式のデジタル校正証明書の発行
を開始している。デジタル校正証明書の発行は、改ざ
ん防止等の一般的なセキュリティに加えて、トレーサ
ビリティ担保の方法や国際相互認証への対応など引き
続き検討するべき課題は残されている。しかし、申請
者側の利便性が格段に向上することから今後も普及し
ていくものと期待でき、また、NICT の校正業務にお
いても対応していく必要がある。

以上、現状で利用可能な自動化・DX 技術をいくつ
か紹介した。将来的にこれらのツールを使う方向性が、
校正サービスの向上や、業務の安定的な実施、担当者
の負担軽減や技能継承に有効であるという見通しを得
た。今後の校正業務の継続のためには、これらのツー
ルを活用し可能な効率化を実現し、効率的に人的リ
ソースを割り当てていくことが、長期的に、校正業務
を安定・継続して校正結果を提供できる方策ではない
かと考える。

一方で、校正技術の熟達や知見の蓄積、継承にはそ
れなりの時間を要し、また業務自体の内容や適性にも
大きく左右される。このため、校正現場におけるデー
タや知見をどのように整理・蓄積し継承していくか、
また、業務全体を把握し、NICT 内外の将来的な制度
設計も含め校正業務を安定して運営できる人材を確保
していけるかは、継続的な課題である。 

	 あとがき

近年、「VUCA（Volatility, Uncertainty, Complexity, 
Ambiguity）」という言葉を意識せざるを得ない出来事
が頻発しており、それまで考慮する必要がなかった事
態や、新規技術の台頭に対応を迫られることが起こっ
ている。今回の校正手順変更が、海外での標準器の校
正に関わる国際サプライチェーンのリスク回避が動機
であるように、校正業務に関しても実運用や手順の見
直し等を含めて、常に新しい技術・手法の情報収集や
検討・採用を視野にいれて柔軟に取り組んでいかねば
ならない。一方で、本報告で紹介したような各種 DX
技術も登場しており、これらを効率的に組み合わせて
業務を安定して行えるよう運用していくことも、校正
関係者に要求されているといえる。特に先進的な自動
化・DX 技術については、一般に、公的機関が先導し
て試行・導入例を提示してほしいと民間から要望され
ている。NICT としても校正業務に限らず、様々な場
での自動化・DX 技術の利活用を検討していくべきで
あろう。
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